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インフラ投資拡大には現地政府の自助努力が不可欠か

（審査確認番号H29-TB57）

 2016～2030年にアジアのインフラ需要が年1.7兆ドルに上るとアジア開発銀行（ＡＤＢ）が試算。
 急速な経済成長により、電力の供給網や道路、水道網の整備がまだ足りていないのが現状。
 継続的な質の高いインフラ投資には、公的のみならず民間のノウハウや投資が不可欠。

アジア開発銀行（ＡＤＢ）が2016～2030年にアジアのインフラ需要が年1.7兆ドル（約190兆円）
に上るとの試算を2017年2月に発表しました（図表1）。2009年の試算から需要はほぼ倍増した計算
です。経済成長が続くアジアでは電力の供給網や道路、水道網の整備がまだ足りていないのが現状で
す。国などの公的マネーだけで資金需要を満たすことができず、民間投資の呼び込みが課題となりそ
うです。以下要約です。
 ＡＤＢによると、電力不足に悩む人口は4億人、安全な水を確保できない人は3億人。セクター別で
は電力が108兆円、鉄道などの物流部門が61兆円、通信は16兆円の投資が必要となる見込み。

 東南アジア諸国連合（ＡＳＥＡＮ）では、急速な経済発展と都市化の進展により（図表2）、電力
の供給や交通インフラの供給が追い付いていないというのが現状。交通渋滞による経済損失も多大。

 ＡＤＢの2030年までのインフラ需要予測は、中国が6割、インドが2割。中国では沿岸部より発展
が遅れる内陸部の需要が大きいとみられる。2015年のＡＤＢの融資先はインドの17％が最多で、
次が中国の13％。今後も両国を中心に融資を拡大していく見込み。

 インフラ投資は現状、年100兆円程度であり、現地の需要を十分満たしているとはいえない状況。
インフラ投資を拡大するには現地政府も税の徴収強化や歳出削減などの自助努力も必要。

 継続的に質の高いインフラ投資を見込むためには、民間のノウハウや投資の呼び込みが不可欠。

図表1：インフラ需要は年1.7兆ドルとなる見込み

出所：図表1はアジア開発銀行「MEETING ASIA’S INFRASTRUCTURE NEEDS」、図表2はUnited Nations Urbanization
Prospects 2014のデータを基にニッセイアセットマネジメントが作成
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図表2：アジア諸国・地域は急速に都市化が進展

※四捨五入の関係により合計額は全体と一致しません。 ※アジア諸国・地域の都市化率の推移
都市化率：都市部の人口 ÷ 総人口
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参考レポート：新興国レポート 2017年3月13日号「アジアのインフラ需要が倍増」


